
 

 

(仮称)白滝山ウインドファーム更新事業に係る環境影響評価方法書に対する知事意見 

 

本事業は、白滝山ウインドファーム株式会社が、下関市豊北町において、平成23年

から稼働している「白滝山ウインドファーム」（総出力50,000kW、定格出力2,500kW

の風力発電設備20基）の既設風力発電設備を全て撤去した上で、総出力は維持したま

ま、定格出力3,000～4,500kW級の発電設備に大型化し、設置基数を12～17基程度に削

減して建て替える事業である。 

このため、過去の環境影響評価の結果や事業実施により得られた知見や情報につい

て十分な検証を行い、その結果を活用することにより、環境影響の低減が期待される。 

一方、事業実施区域の拡大に伴い、水源涵養保安林を含む稜線沿いの地形改変が予

定されており、近年、全国的に豪雨災害が多発する中、ひとたび土砂の崩落や流出等

が発生すると、周辺地域の生活環境や自然環境に甚大な影響を及ぼすこととなるため、

その対策には万全を期す必要がある。 

今後、方法書の記載事項はもとより、以下の事項についても十分留意した上で、適

切に環境影響評価を実施し、その結果を踏まえ、環境影響評価準備書（以下「準備書」

という。）を作成すること。 

 

１ 全体的事項 

（１）環境影響評価を行う過程において、評価項目及び手法の選定等に係る事項に新

たな事情が生じた場合は、必要に応じて評価項目及び手法の見直しを行うなど、

適切に対応すること。 

 

（２）事業実施区域周辺には複数の住居等が存在し、工事の実施や施設の存在等に伴

う環境影響が懸念されることから、事業の目的や環境保全措置等について、地域

住民等に丁寧な説明を行い、理解を得られるよう努めること。 

 

（３）本方法書では、風力発電設備の規模や配置等が確定していないことから、準備

書においては、これらを明確にし、環境の保全の配慮に係る検討の経緯やその結

果を詳細に記載すること。 

 

（４）本方法書では、稜線開削や既設風力発電設備の撤去、跡地の原状回復措置等に

係る工事計画が明確にされていないことから、準備書においては、工事計画の内

容を可能な限り具体的に記載すること。なお、その検討に当たっては、集中豪雨

も想定した土砂の崩落や流出等の未然防止、希少な動植物の生息・生育環境の保

全など、本事業の実施に伴う環境影響が回避又は低減されるよう十分に配慮する

こと。 

 

２ 個別的事項 

（１）騒音等 

新設風力発電設備の稼働に伴う騒音及び超低周波音の影響については、風力発

電設備からの距離、風向・風速等の気象条件、高度や地形等を踏まえるとともに、

既設風力発電設備による現況を把握した上で、適切な調査地点を選定し、調査、

予測及び評価すること。 

（別紙） 



 

 

（２）水環境 

工事の実施に伴う濁水の影響については、全国的な豪雨発生の頻発化等を踏ま

え、降雨条件の設定を見直すなど、適切に調査、予測及び評価すること。 

 

（３）動物 

ア 事業実施区域及びその周辺では希少猛禽類であるクマタカやサシバの生息

が確認されているほか、新設風力発電設備は既設設備よりも大型化することか

ら、生息地の消失や風力発電設備への衝突事故等による鳥類等への重大な影響

が懸念される。風力発電設備の配置等の検討に当たっては、これらの影響を回

避又は低減するため、専門家の意見を踏まえ、希少猛禽類の生息状況や既設風

力発電設備によるバードストライクやバットストライクの現況を精査した上

で、適切に調査、予測及び評価すること。 

イ 風力発電設備の設置や取付道路の延伸による生息地の分断や大型の特殊車

両等での搬出入による騒音等の動物に対する影響について検討し、必要に応じ、

適切に調査、予測及び評価すること。 

 

（４）景観・人と自然との触れ合いの活動の場 

対象事業実施区域に、白滝山や天井ヶ岳とその登山道が含まれていることから、

工事の実施や施設の存在等による影響について、これらの活動の場の利用者、地

域住民及び関係自治体等の意見を踏まえ、適切に調査、予測及び評価すること。 

 

（５）廃棄物等 

ア 本方法書では、工事の実施に伴う産業廃棄物が、評価項目に選定されていな

いが、既設風力発電設備の撤去等に伴う廃棄物の発生が明らかであることから、

評価項目に追加すること。その上で、産業廃棄物の発生の抑制に努めるととも

に、発生量に加えて最終処分量、再生利用量及び中間処理量等について定量的

に把握し、適切に調査、予測及び評価すること。 

イ 造成等に伴い発生する残土については、事業実施区域内の既設発電所建設時

の残土処分地に盛土する計画であることから、盛土の安定性を確保できる工法

を選択するとともに、万全の環境保全措置が講じられるよう、適切に調査、予

測及び評価すること。 

 


